
　　　　　　　　　   　　(単位：円)

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　　減

Ⅰ　事業活動収支の部

１事業活動収入

　①基本財産運用収入 29,724,000 22,842,000 6,882,000

　　　基本財産預金利息収入 2,286,000 4,692,000 △ 2,406,000 銀行預金利息

　　　基本財産有価証券利息収入 27,438,000 18,150,000 9,288,000 国債・財投機関債・地方債利金

　②特定資産運用収入 18,792,000 13,674,000 5,118,000

　　　助成事業安定化基金預金利息収入　 7,134,000 3,745,000 3,389,000 銀行預金利息

　　　助成事業安定化基金有価証券利息収入 11,560,000 9,906,000 1,654,000 国債・社債・ユーロ円債等利金

　　　退職給付引当資産利息収入 98,000 23,000 75,000 銀行預金利息

　③雑　　収　　入 4,000 4,000 0

　　　受取利息収入 4,000 4,000 0 流動資産の銀行預金利息

　　事業活動収入計（Ａ） 48,520,000 36,520,000 12,000,000

２事業活動支出

　①事 業 費 支 出 115,180,000 116,180,000 △ 1,000,000

　　　助 成 金 支 出 100,180,000 100,930,000 △ 750,000

       　　国際交流促進助成支出 55,580,000 62,330,000 △ 6,750,000 １号事業：寄附行為第４条第１号規定事業

　　　 　　教育研究活動推進助成支出 25,700,000 21,100,000 4,600,000 ２号事業：寄附行為第４条第２号規定事業

       　　学術研究書刊行助成支出 7,900,000 7,900,000 0 ４号事業：寄附行為第４条第４号規定事業

       　　社会連携推進助成支出 11,000,000 9,600,000 1,400,000 ５号事業：寄附行為第４条第５号規定事業

収　　支　　予　　算　　書

（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで）

備　　　考



科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　　減 備　　　考

　　　給料手当支出 12,200,000 12,200,000 0 職員３名の俸給・諸手当の事業費配賦分

　　　法定福利費支出 1,760,000 1,760,000 0 {
職員３名の健康保険・厚生年金保険・労働保険事業主負
担分の事業費配賦分

　　　会 議 費 支 出 600,000 400,000 200,000 助成事業選考委員会、助成金交付式

　　　旅費交通費支出 70,000 80,000 △ 10,000 助成事業選考委員会、助成金交付式交通費

　　　情報関係費支出 80,000 280,000 △ 200,000 プロバイダー料・サーバ使用料の事業費配賦分

　　　通信運搬費支出 130,000 200,000 △ 70,000 郵送料、電話料の事業費配賦分

　　　消耗品費支出 50,000 50,000 0 用紙類

　　　支払手数料支出 30,000 80,000 △ 50,000 助成金振込手数料

　　　保 守 料 支 出 80,000 200,000 △ 120,000 複合機チャージ料の事業費配賦分

　②管 理 費 支 出 7,360,000 7,100,000 260,000 　

　　　給料手当支出 3,050,000 3,050,000 0 職員３名の俸給・諸手当の管理費配賦分

　　　法定福利費支出 440,000 440,000 0 {
職員３名の健康保険・厚生年金保険・労働保険事業主負
担分の管理費配賦分

　　　会 議 費 支 出 1,500,000 1,300,000 200,000
理事会・評議員会、監事会、資金運用会議、法人移行検
討会

　　　旅費交通費支出 380,000 320,000 60,000 {
理事会・評議員会、監事会、資金運用会議交通費、法人
移行検討会、事務打合せ旅費

　　　情報関係費支出 270,000 70,000 200,000 {
ホームページメンテナンス、プロバイダー料・サーバ使
用料の管理費配賦分

　　　通信運搬費支出 120,000 50,000 70,000 郵送料、電話料の管理費配賦分

　　　消耗什器備品費支出 150,000 300,000 △ 150,000 パソコン等

　　　消耗品費支出 200,000 200,000 0 用紙類、新聞購読、出版物購入料他

    　印刷製本費支出 100,000 200,000 △ 100,000 20年度事業報告・収支決算書

　　　賃 借 料 支 出 900,000 1,000,000 △ 100,000 事務所借料、ＯＡ機器レンタル料

　　　諸 謝 金 支 出 100,000 100,000 0 公認会計士相談料

　　　保 守 料 支 出 120,000 50,000 70,000 複合機チャージ料の管理費配賦分

ビジネスＷｅｂ利用料、振込手数料等30,000 20,000 10,000　　　支払手数料支出



科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　　減 備　　　考

      雑    支    出 300,000 300,000 0 慶弔費、登記料、修繕費等

　　事業活動支出計（Ｂ） 122,540,000 123,280,000 △ 740,000

　　　　事業活動収支差額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） △ 74,020,000 △ 86,760,000 12,740,000

Ⅱ　投資活動収支の部 0

１投資活動収入 0

　①特定資産取崩収入 76,020,000 88,210,000 △ 12,190,000

　　　助成事業安定化基金取崩収入 76,020,000 88,210,000 △ 12,190,000 1億円規模の助成事業実施のために事業資金に充当

　　投資活動収入計（Ｄ） 76,020,000 88,210,000 △ 12,190,000

２投資活動支出 0

　①特定資産取得支出 1,100,000 1,250,000 △ 150,000

　　　退職給付引当資産取得支出 1,100,000 1,250,000 △ 150,000 退職給付引当預金への当年度繰入

　　投資活動支出計（Ｅ） 1,100,000 1,250,000 △ 150,000

　　　　投資活動収支差額（Ｆ＝Ｄ－Ｅ） 74,920,000 86,960,000 △ 12,040,000

Ⅲ　予備費支出（Ｇ） 2,500,000 2,500,000 0 事業活動支出予算の２％を計上

　　　　当期収支差額（Ｃ+Ｆ－Ｇ） △ 1,600,000 △ 2,300,000 700,000

　　　　前期繰越収支差額 1,900,000 2,600,000 △ 700,000

　　　　次期繰越収支差額 0 0 0

　　（注）

  ２．借入金限度額　　　０ 円

　１．収支予算書は「公益法人会計における内部管理事項について」（平成１７年３月２３日　公益法人等の指導監督等

　　　　に関する関係省庁連絡会議幹事会申合せ）に示された３区分の様式により作成している。


